
 

令和２年２月２８日 

 

 

 

 

請 願 ・ 陳 情 文 書 表 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国際文化観光・スポーツ常任委員会 

 

 

 

 



 

 

 

 

国 際 文 化 観 光 局 関 係 請 願 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



請願番号 １２ 受理年月日 元 ． １ ２ ． ３  

件  名 
「核兵器禁止条約を速やかに署名し批准することを求める意見書」採択についての

請願 

請      願      者 紹  介  議  員 

※請願者の個人情報については、個人情報保護のため、 

削除しています。 

井 坂 新 哉  君 嶋 ちか子 

大 山 奈々子 石 田 和 子 

上 野 たつや 

１ 請願の要旨 

広島と長崎にアメリカの原子爆弾が投下されてから72年を経た2017年７月７日、核兵器禁止

条約が国連で採択されました。採択から２年余が経ち、世界各国で署名・批准の国内手続きが

進められ、現在、署名80ヵ国、批准34ヵ国になっています。日本政府は戦争被爆国として、核

兵器禁止条約発効のため一日も早く、条約の署名と批准を行うことを求める国への意見書を採

択し、日本政府に提出して下さい。 

 

２ 請願の理由 

住民の平和と安全、地域社会の健全な発展と公共の福祉のためのご尽力に敬意を表します。

世界諸国民は、二度の世界大戦と広島・長崎の経験から、国連憲章で専制的な武力攻撃をきび

しく禁じ、世界平和のルールを確立し、軍縮、とりわけ核兵器の禁止・廃絶を求める大きな前

進をつくり出してきました。核兵器廃絶への運動は長年に渡り、被爆者を先頭に絶え間なく続

けられてきました。このような努力の中で、2017年７月７日、国連において122ヵ国が賛成し

て核兵器禁止条約が採択されました。 

禁止条約は、核兵器について破滅的な結末をもたらす非人道的な兵器であり、国連憲章、国

際法、国際人道法、国際人権法に反するものであると断罪しました。核兵器の使用は倫理に反

し、歴史上初めて明文上も違法なものとなりました。条約は、開発、生産、実験、製造、取得、

保有、貯蔵、使用とその威嚇にいたるまで、核兵器に関わるあらゆる活動を禁止するものとな

っています。また、条約は、核保有国の条約への参加の道を規定するなど核兵器完全廃絶への

枠組みを示しています。同時に、被爆者や核実験被害者への援助を行う責任も明記され、被爆

国、被害国の国民の切望に応えるものとなっています。 

このように、核兵器禁止条約は、被爆者とともに私たち日本国民が長年にわたり熱望してき

た核兵器完全廃絶につながるものです。 

2019年12月２日現在、核兵器禁止条約は、署名80ヵ国、批准34ヵ国にひろがり、被爆75年の

2020年に向け多くの国の国民は条約発効を願っています。 

アメリカの「核の傘」に安全保障を委ねている日本政府は、核兵器禁止条約に背を向け続け

ています。こうした態度を改め、唯一の戦争被爆国の責任として、一刻も早く核兵器禁止条約

に署名、批准することが強く求められています。 
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11月23日、ローマ教皇が来日し、「核兵器から解放された世界。それはあらゆる場所で、数

えきれないほどの人が熱望していることです。この理想の実現には、すべての人の参加が必要

です」と述べ、「核兵器のない世界を実現することは可能であり必要不可欠だ」と訴えました。

今まさに核兵器の保有も拡散も禁止する「核兵器禁止条約」を発効させるときです。日本政府

に、核兵器禁止条約発効のため条約の署名、批准を行うことを強く求めたいと思います。 

貴議会が、これらの趣旨をご理解いただき、地方自治法第99条の規定により、日本政府に核

兵器禁止条約発効のため条約に署名し、批准することを求める意見書を提出するよう請願いた

します。 

 

３ 請願事項 

  貴議会から国に対して、次の事項について日本政府への意見書を提出して下さい。 

  (1)日本政府は、すべての国の核兵器の使用、実験、研究、開発、生産、配備、貯蔵のいっ

さいを禁止する核兵器禁止条約の発効に努めること。 

  (2)そのための核兵器禁止条約を日本政府として署名し、批准すること。 
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陳情番号 ５ 付議年月日 元 ． ６ ． １ ９  

件  名 核実験禁止、核兵器禁止推進事業強化などについて陳情 

付 議 委 員 会 陳       情       者 

国際文化観光・スポーツ常任委員会 ※陳情者の個人情報については、個人情報保護のため、削除しています。 

１ 陳情趣旨 

  先日、アメリカは「２月に臨界前核実験を行った」ことを発表しました。これは、国連が核

兵器禁止条約を議決したことにも反し、その批准を進めている世界各国の平和を求める市民の

意思を踏みにじる行為であり許されないものです。 

  神奈川県では知事、県議会議長それぞれが「臨界前核実験」抗議の声明が出されたことは、

1984年に県として「核兵器禁止宣言」を行い核兵器禁止の取り組みを進めている県民の願いに

応えるものとして歓迎します。 

  しかし、被爆国の日本政府は「臨界核実験」容認の立場です。 

  私たち神奈川県民としてとうてい容認できることではありません。 

  次のことを陳情いたします。 

 

２ 陳情項目 

 １ 政府に対し、「アメリカの臨界前核実験」について抗議を行うよう意見書を提出して下さ

い。 

 ２ 政府に対し、「国連の核兵器禁止条約の批准」を要請して下さい。 

 ３ ＳＤＧｓなどの精神にも合致する神奈川非核兵器県宣言の趣旨を普及し具体化する「核兵

器廃絶」を進める平和の事業を充実する。 
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